
 

 

独立性判断基準 

 

当社は、当社における社外取締役の独立性判断基準を以下のとおり定めます。 

当社において、以下の項目に該当する者は、独立性は有しないものと判断します。 

 

１．当社グループの現在の業務執行者ではなく、かつその就任の前 10年間において（ただし、そ

の就任の前 10年以内のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役、監査役又は会

計参与であったことがある者にあっては、それらの役職への就任の前 10年間において）当社の

業務執行者であった者 

２．当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者 

３．当社の主要な取引先またはその業務執行者 

４．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、公認会計士等

の会計専門家または弁護士等の法律専門家（当該財産を得ている者が法人等の団体である場合

は当該団体に所属する者） 

５．過去１年間において、上記２．から４．のいずれかに該当していた者 

６．以下に掲げる者（重要でない者を除く）の配偶者または二親等内の親族 

(a)上記２．から５．に該当する者 

(b)当社グループの業務執行者 

(c)過去１年間において、上記（b）に該当していた者 

７．当社の現在の総議決権の 10％以上の株式を保有する株主（当該株主が法人等の団体である場

合は、その業務執行者） 

 

※業務執行者 

会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役、執行役員、

支配人その他の使用人を含みます。非業務執行取締役、監査役は含みません。 

 

※当社の主要性、重要性の考え方 

当社の意思決定に対して重要な影響を与えるとともに、株主を含むステークホルダーに対して重

要な影響を与えうると考えられる者、法人等の団体、およびその業務執行者をいいます。 

具体的には、当社の売上高の相当部分を占めている取引先や、当社グループの経営陣（取締役、

執行役員等）をいいます。 

以 上 

附 則 

１． この規則は、2015年10月23日から施行する。 

２． この規則は、2016年６月18日から改定する。 

 


